政府の「革新的エネルギー・環境戦略」に関する自治労見解
1.　政府は9月14日、「2030年代に原発稼働ゼロ」をめざす新しいエネルギー政策「革新的エネルギー・環境戦略」（以下、「新戦略」と略）をまとめた。現行のエネルギー基本計画（2010年9月に閣議決定）では、「2030年には原発によるエネルギー比率を53％」と位置付け、14基の原発新増設を目標としてきたことを踏まえれば、今回の新戦略は、国のエネルギー政策を脱原発の方向に大きく転換させたと言える。
2.　新戦略の策定には、世論の力が大きく作用したといえる。政府が実施したパブリックコメントでも約90％が「2030年に原発稼働ゼロ」を支持し、7月16日に開かれた「さようなら原発　1000万人集会」には全国から約17万人が集まり、脱原発を求める声をあげてきた。自治労もこの間、200万人を超える署名を集め、平和フォーラムの呼びかけに応えて、全国での集会に参加する一方、早期の原発稼働ゼロを求めて、政府へのパブリックコメントに取り組んできた。
また、今回の政府の新戦略は、民主党のエネルギー環境調査会がまとめた提言「原発ゼロ社会をめざして」がベースとなっている。民主党が提言を取りまとめる段階では、自治労の協力国会議員に対しても、自治労方針に沿って、調査会に意見反映をするように要請してきた。当初の原案では、「2050年代前半に原発ゼロをめざす」としていたが、自治労の協力国会議員を含めた脱原発派議員の意見により、「2030年代に原発稼働ゼロをめざす」となったことは、多くの市民団体・NGOや自治労を含めた平和フォーラムなどの取り組みの成果である。
3.　しかし、今回の新戦略は重要な問題点やあいまいな点が残されており、今後に課題を残している。
　　第１の課題は、目標年数が遅すぎ、かつ、不透明なことである。政府へのパブリックコメントでは「2030年に原発ゼロとする」意見が多数である。新戦略では、①新増設はしない、②40年廃炉を厳格適用、③原子力規制委員会が安全確認した原発のみ再稼働を3原則としたが、一方で、政府は、建設中の原発（大間・島根第３原発など）については例外として、新増設とはみなさない意向を示している。3原則だけでは、2040年でも原発稼働ゼロを実現できないうえ、島根第３原発などの稼働を認めれば、原発稼働ゼロは2050年以降となる。
　　第2の課題は、原発稼働ゼロに向けた過程では原発を「重要電源」と位置付け、再稼働する方針を示したことである。福島第１原発の事故を踏まえて、原発稼働ゼロをめざすならば、再稼働についてはきわめて慎重な対応が求められるはずである。
第3の課題は、核燃料サイクル政策について、「引き続き、従来の方針に従い再処理事業に取り組む」としている点である。原発ゼロをめざす以上、再処理の必要はなくなる。高速増殖炉「もんじゅ」の廃炉など核燃料サイクル事業を凍結して、直接処分を中心とした政策転換を明確にする必要がある。
第４の課題は、脱原発を実現するためのロードマップや具体的政策が先送りされていることである。再生可能エネルギー拡大のための「グリーン政策大綱」や電力市場改革を含めた「電力システム改革戦略」は年末を目途に作成することとされた。政策形成過程で骨抜きを許さず、可能な限り前倒しで原発ゼロを実現するための政策づくりが求められる。
4.　以上の課題を含めて、自治労としては次の取り組みを進めていく。
　　第１に、原発稼働ゼロの目標年数をさらに前倒しにして、その目標を達成するための法的枠組みをつくるよう求めていく。民主党内の「脱原発ロードマップを考える会」の議員と連携して、平和フォーラムなどが「脱原発基本法案」を作成している。同法案では「脱原発は、遅くとも2025年度までのできる限り早い時期に実現されなければならない」としており、自治労としても、同法案を基本とした法的枠組みを求めていく。
　　第２には、建設途中の大間原発、東通原発、島根原発3号機を含めての新増設を認めさせず、使用済核燃料の直接処分を基本政策として、核燃料サイクル計画を廃止することを政府に求めていく。
第３には、福島第一原発事故の検証を反映した新たな安全基準の策定や周辺自治体を含めた自治体の原子力防災体制すら確立されていないことから、平和フォーラムや市民団体などと連携して、政府に大飯原発の稼動停止と他の原発の再稼動を認めないよう求めていく。
　　第４には、「グリーン政策大綱」や電力市場改革を含めた「電力システム改革戦略」の具体化とあわせて、原発立地自治体や周辺自治体の雇用や地域経済の活性化のための政策の具体化を求めていく。
5.　なお、来る総選挙では、脱原発が大きな争点となることが予想される。自民党総裁選の立候補者は、いずれも原発ゼロに反対することを明言しており、政府の新戦略についても、自民党が政権を取った場合、大幅に見直すとしている。また日本経団連などの経済団体も新戦略に反対する見解を示すなど、今後、脱原発に反発する動きが強まることも予想される。
民主党の提言や政府の新戦略は不十分な点もあるが、脱原発社会をめざすうえでの第一歩とすべき内容である。時計の針を逆進させず、脱原発社会の早期実現をめざすためにも、次期総選挙はきわめて重要な闘いとなる。自治労は、民主党を基軸に支援する方針を第84回定期大会でも確認した。今後、民主党に対して、より具体的な脱原発政策を提示していくよう求めつつ、国会で民主党を中心に脱原発派議員が多数を占めるよう、自治労としても全力で取り組む決意である。
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